
 
 
 

1

九州地方等の大雨による被害状況について（第３報） 
※ これは速報であり、数値等は今後も変わることがある。 
※ 下線部は第２報（６月30日９時30分現在）からの変更箇所 

 

平 成 １ ８ 年 ７ 月 ３ 日 
    １ ５ 時 ０ ０ 分 現 在 

内 閣 府 

 
１．大雨の状況（気象庁情報：７月３日 11:00現在） 
（１）現在までの状況 

・九州付近で梅雨前線が活発化したため、６月 21 日の降り始めから今朝（７月３日）ま

での総雨量は、九州北部地方の多いところで 700 ミリを超える大雨となった 

・６月21 日から７月３日９時までの総雨量の多いところ 

熊本県俵山： 764 ミリ 熊本県阿蘇山： 735 ミリ 

・６月 26 日早朝、熊本県、長崎県では 1 時間雨量 80 ミリを超える猛烈な雨を観測 

・６月 21 日から7 月 3 日９時までの 1 時間雨量の多いところ 

熊本県 熊本空港    ：114 ミリ（６月 26 日６時 10 分まで） 

長崎県 長崎市長浦岳 ： 94 ミリ（６月 26 日３時 10 分まで） 
 
（２）今後の予想と防災に関わる警戒事項 

・これから明日（７月４日）にかけて九州南部地方で大雨のおそれ 

・７月３日 12 時から４日 12 時までの予想雨量 

九州南部：150 ミリ 

・７月３日 12 時から４日 12 時までの予想最大 1 時間雨量 

九州南部：30～50 ミリ 

・梅雨前線の影響により西日本では、7 月４日以降も今後一週間程度は雨の日が多い見込み 

・地盤がゆるんでいる所が多く、土砂災害、河川の増水・氾濫、低地の浸水などに警戒が必要 
 

２．人的・住家被害の状況（消防庁調べ：７月３日 12:00現在） 
人的被害（人） 住家被害（棟） 

都道府県名 
死者 行方不明者 

負傷者 
（重傷） （軽傷） 

全壊 半壊 一部破損 
浸水 

(床上) (床下) 

宮城県         2 

秋田県        2 7 

新潟県         73 

福島県         13 

島根県         2 

岡山県         60 
 山口県       1  4 

愛媛県    2     4 

福岡県    1   14  19 

長崎県     1  1  14 

熊本県 1 
 

1 
 

1 4 4 
 

1 15 43 319 

宮崎県    1    1  
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人的被害（人） 住家被害（棟） 
都道府県名 

死者 行方不明者 
負傷者 

（重傷） （軽傷） 
全壊 半壊 一部破損 

浸水 
(床上) (床下) 

鹿児島県       2  8 

計 1 1 1 8 5 1 33 46 525 

 

【主な人的被害】 

＜６月26日＞ 

・熊本県山都町において、３６歳男性が土砂崩れにより巻き込まれ死亡 

＜７月２日＞ 

・熊本県和水町において、７７歳男性、用水路堰を開けようとして転落、行方不明 
 

３．避難の状況（消防庁調べ：７月３日 12:00現在） 
（１）避難勧告 

都道府県名 市町村 世帯 人数 勧告 解除 

下関市 3 5 6/25  17:00 6/29 17:00 2 世帯 
山口県 

周南市 14 29 6/30  18:10  

北九州市 9 25 6/23   9:00 6/28 15:00 

福岡市 12 30 6/23   9:00 6/24 14:55 福岡県 

古賀市 4 10 6/23   9:00 6/23 14:30 

佐賀県 武雄市 2 8 6/25 14:00 6/26 17:10 

山都町 117 366 6/26  14:30 6/27  8:30 
熊本県 

甲佐町 
 

1 2 6/27  11:00  

宮崎県 小林市 2 6 7/ 2  11:45  

鹿児島県
山口県 

垂水市 25 63 6/28  17:00 6/30 15:30 

計  189 544   

 
（２）自主避難 

都道府県名 世帯 人数 備考 

広島県 2 4  

山口県 3 8   

愛媛県 2 7   

福岡県 22 50   

佐賀県 1 4   

長崎県 7 22   

熊本県 75 186   

大分県 6 10  

宮崎県 4 62 世帯数の内:福祉施設58 名 

鹿児島県 7 13  

計 129 366  
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４．その他被害の状況 
（１）土砂災害  （国土交通省調べ：７月３日 11:00現在） 

・がけ崩れ １４２件（福島県１、滋賀県１、和歌山県１、島根県４、広島県４、山口県１３、 

徳島県１、愛媛県９、福岡県２０、佐賀県１５、長崎県１４、熊本県４６、 

大分県２、宮崎県５、鹿児島県６） 

・地すべり    ５件（山口県１、佐賀県１、熊本県２、鹿児島県１） 

・土石流    １１件（山口県１、長崎県１、熊本県２、鹿児島県７） 
（２）ライフライン   

○電力・ガス・水道の供給停止戸数等    （経済産業省調べ：６月29日 16:00現在） 
                                      （厚生労働省調べ：７月３日 11:00現在） 

区分 管内 最大戸数 停止中の戸数 

電力 中国電力 5,949 0 （６月29日 16:00現在） 

ガス 山口合同ガス（株） 4 1 （６月29日 16:00現在） 

福島県 99 0 （復旧済） 
水道 

熊本県 326 0 （復旧済） 

○通信関係の状況（総務省調べ：７月３日 11:00現在） 

携帯電話事業者 

・ＮＴＴドコモ 

落雷による装置障害により、基地局１局が（鹿児島県１局）が停波している 

・ＫＤＤＩ 

回線障害により、基地局３局（岡山県１局、山口県１局、愛媛県１局）が停波してい

たが、６月 26 日（月）21 時９分までにすべて復旧 

・ボーダフォン 

回線障害により、基地局１局（熊本県１局）が停波している 
 
（３）道路（国土交通省調べ） 

○高速道路・有料道路(７月３日 11:00現在) 

・現在、大雨の影響による通行止めの路線・区間はなし 

○直轄国道(７月３日 11:00現在) 
・現在、大雨の影響による通行止めの路線・区間はなし 

○都道府県管理道路（補助国道・都道府県道、７月３日 ９:00現在） 

・全国計 27 箇所でのり面崩落等のため通行止め中 

・全国１箇所で連続雨量等による事前通行規制中 
 
（４）交通機関（国土交通省調べ） 

○鉄道（７月３日 11:00現在） 

・鉄道の運転中止区間 

事業者名 
現在 

（区間） 
線名 

ＪＲ東日本 ２ 磐越西線、只見線 
島原鉄道 1 島原鉄道線 
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（５）文教施設等 

・被災箇所数（文部科学省調べ：７月３日 11:00 現在） 
区 分 箇所数 

国立学校施設 4 
公立学校施設 13 
社会教育・体育、文化施設等 1 
文化財等 13 

計 31 

 
（６）農林水産業関係 

・施設等被害状況（農林水産省調べ：６月 30 日 15:00 現在） 
区 分 主な被害 被害箇所数等 主な被害地域 

農作物等 水稲の冠水、土砂流入等 
調査中 山口県、福岡県、

佐賀県、鹿児島県
ほか 

農地 
農業用施設 

農地(田)のり面の崩落等 
水路等の損壊等 

９８１箇所 
７８５箇所 

長崎県、熊本県、
鹿児島県ほか 

林野関係 
林地荒廃等 
林道施設 
林構施設 

９１箇所 
２７７箇所 

１箇所 

愛媛県、福岡県、
長崎県、熊本県ほ
か 

 
（７）社会福祉施設等 

・被災施設数（厚生労働省調べ：６月 29 日 15:00 現在） 
区 分 施設数 

障害者関係施設 ２ 

 

５．政府の主な対応 
     各府省庁の対応 

①内閣官房の対応 

・官邸に情報連絡室を設置（６月 27 日 11:30） 
 

②内閣府の対応  

・内閣府情報対策室設置（６月２６日 15:30） 
 
③警察庁の対応 

・災害警備連絡室設置（６月 24 日 17:00） 
 
④消防庁の対応 

・災害対策室設置（６月２６日 19:00） 
 
⑤文部科学省の対応 

・東海、近畿、中国、四国及び九州地方の教育委員会に対し、地元の気象台が発表する警報

や注意報、気象情報に留意しつつ教職員、児童及び利用者並びに施設の安全確保に万全を

期するとともに、被害が発生した場合には、被害状況の報告を行うよう要請（６月 26 日 11:13） 
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・災害情報連絡室を設置（６月 26 日 17:00） 

・九州地方の教育委員会に対し、引き続き、警戒避難体制等防災体制の整備と、児童生徒等

の安全対策及び施設の安全確保に万全を期すよう要請（６月 27 日 11:02） 
 
⑥厚生労働省の対応 

・各都道府県に対し、文書を発出し、引き続き、一層の連絡体制の強化や適切な応急救助の

実施体制の整備を図る要請（６月 30 日） 
 
⑦農林水産省の対応 

・農林漁業金融公庫において相談窓口を設置（６月 27 日） 

・三浦農林水産副大臣が被災地（熊本県）を視察（６月 29 日） 

・農村振興局、林野庁及び九州農政局の担当官が熊本県下の現地調査を実施 

 （６月 29 日～30 日） 
 
⑧経済産業省の対応 

・経済産業省防災連絡会議の設置（６月 26 日 15:30） 
 
⑨国土交通省の対応  

・国土交通省注意体制（７月２日 20:40） 
 
⑩気象庁の対応 

・警報や気象情報を発表し警戒を呼びかけ 
 


